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　　　安心「やまなし」充実戦略戦略 4

　現在、本県の健康寿命は全国最高水準にありますが、「人生 100 年

時代」が迫る中、この水準を更に高めていくとともに、今後起こり得

る未知なる感染症への備えを強化し、生まれてから、地域の中で育ち、

働き、老いを迎えるそれぞれのライフステージにおいて、誰もが安心

して暮らすことができる社会を構築する必要があります。

　また、自然環境と調和した持続可能な社会への転換が世界的に求め

られており、バランスの取れた自然環境の利用と保全や、再生可能エ

ネルギーの普及や CO2 の排出抑制による地球温暖化対策に取り組んで

いく必要があります。

　このため、

・感染症に対して強靱な社会づくり（政策１）

・健康・命を守る保健医療の確保（政策 2）

・地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実（政策 3）

・環境と調和した持続可能な社会への転換（政策 4）

といった 4 つの政策により、安心

して暮らすための保健・医療・福

祉の充実と持続可能な社会への転

換を図ります。

〔戦略のねらい〕

出典：2040 年への手紙〜山梨県総合計画の目指す未来〜
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　感染症は、生命や健康をおびやかすだけではく、ひとたび発生・拡大すると、生活や社会経済にも大き

な影響を及ぼします。

　感染症の発生予防及びまん延防止を図るとともに、今後起こり得る未知なる感染症への備えを強化し、

り患した際も感染者が治療に専念でき、回復後は地域社会に快く迎えられる、誰もが安全で安心な生活と

経済活動を両立できる社会を構築する必要があります。

　このため、感染症対策の専門機関を中心とした体制を整備し、医療機関などの関係機関との連携・協働

のもと、より実効性の高い、社会全体での感染拡大防止対策の実施や必要な医療の提供などの取り組みを

進めるとともに、県民等への的確な情報提供を通して、感染症への理解を促進します。

　実効性の高い対策により感染症が制御され、県民の生命や健康が守られるとともに、有事においては感

染拡大防止と社会経済活動の両立が実現しています。

期待される政策効果

政策の基本的な考え方

　　　感染症に対して強靱な社会づくり
政策 1

パートナーシップ

県民

感染症に
対して

強靱な社会

企業等

医療
機関

市町村

大学等 県

● 感染拡大防止対策の実施

● 感染症への理解

● 感染予防対策への協力

● 様々な働き方の実施

● 情報提供

● 県等との連携

● 必要な医療の提供

● 訓練の実施

● 感染症対策の総合的推進

● 医療機関等の支援

● 人材の育成

● 学ぶ機会の確保
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 1　未知なる感染症に対する体制整備

施策の目指す姿

施策の概要

　新型コロナウイルス感染症に対応した経験を組織的に継承するとともに、未知なる感染症への備えを強化

するため、本県の感染症対策の中核を担う組織として県感染症対策センター（山梨県 CDC）を設立し、対策

の立案や体制の整備などを進めるほか、有事においては感染症対策の司令塔機能を担うなど、実効性の高い

感染症対策を実施していきます。

現在

　新型コロナウイルス感染症の世界的大流行
（パンデミック）の中、県の感染症対策におけ
る課題（一次情報の収集体制、医療物資の備蓄
計画や訓練計画の未整備等）が明らかになった。

将来

　県感染症対策センター（山梨県 CDC）を中
核とした体制が整備され、感染症に対して強靱
な地域社会への移行が実現している。

R4
情報収集・発信、備蓄・訓練体制等の強化を通して、新興・
再興感染症の発生への備えが整っている。

〈感染症対策G／政策企画Ｇ〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

県感染症対策センター（山梨県 CDC）の設立

国内外感染症専門家からの最新知見の収集

県の感染症対応の検証・記録

県感染症情報ポータルサイトの整備・運用

感染症対応に係る医療物資備蓄や訓練の計画立案・実施

国立感染症研究所等への職員派遣を通した専門人材養成

対策立案・体制整備

実施

実施・作成

整備・運用

実施

立案・実施

設立検討
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 2　結核・特定感染症等の対策の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　感染症の発生及びまん延防止を推進するため、感染症の発生情報を収集し、県民や医療関係者へ的確な情

報提供に努め、感染症患者への良質かつ適切な医療の提供や病原体等の検査体制の確立、エイズ、梅毒、ウ

イルス性肝炎といった特定感染症の相談・検査業務を実施するとともに、肝疾患の早期発見早期治療に向け

た対策を推進します。

現在

　結核は、高齢者の罹患、地域格差の拡大、多
剤耐性結核の出現など、現在も重大な感染症と
して位置づけられている。
　また、本県は、C型肝炎ウイルス感染者及び
肝がん 75歳未満年齢調整死亡率が、全国平均
に比べ高い状況にある。

H29
肝がんの 75歳未満年齢調整
死亡率の全国平均との差 0.9（人口 10万対）

将来

　新登録結核患者数（人口 10万対）が低まん
延水準罹患率 10.0を下回った状態で維持され、
肝がんの 75歳未満年齢調整死亡率（人口 10
万対）が全国平均まで改善するなど、感染症に
よる疾病の予防が進み、県民の健康維持につな
がっている。

R4
肝がんの 75歳未満年齢調整
死亡率の全国平均との差 0（人口 10万対）

＊多剤耐性結核
　�結核の標準治療で用いる抗結核薬標準治療には、イソニコチン酸ヒドラジド（INH) とリファンピシリン（RFP) の 2 剤を含めた４剤または３

剤を用いて治療を行うが、この２剤に対して耐性のある結核
＊年齢調整死亡率
　�高齢化の影響等により年齢構成が異なる集団の間で死亡率を比較したり、同じ集団の死亡率の年次推移を見るため、集団全体の死亡率を基準

となる集団の年齢構成（基準人口）に合わせた形で算出した死亡率

〈感染症対策G〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

感染症発生動向調査等事業による感染症発生予防・
まん延防止対策の推進

結核の発生及びまん延防止対策の推進

エイズ対策の推進

第 2次山梨県肝炎対策推進計画達成のための取り組み

調査・実施

実施

普及・啓発

実施 計画見直し 実施
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 3　感染症対策認証制度の着実な推進

施策の目指す姿

施策の概要

　感染症への対応が余儀なくされる状況においても、感染拡大防止と経済活動を両立できるよう感染症対策

認証制度の着実な推進を図ります。

現在

　やまなしグリーン・ゾーン認証制度により、
事業者の感染症対策を認証し、感染症に対し強
靱な社会の形成を進めている。

将来

　認証制度が県内外に浸透し、感染症下におい
ても、県民の安全と経済活動が両立している。

R4
認証施設の増加や、県内外への周知、民間企業などと
の連携により、制度の認知度が高まっている。

〈グリーン・ゾーン推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

やまなしグリーン・ゾーン認証制度の推進

やまなしグリーン・ゾーン認証の周知

他団体との連携による認証制度の発展

やまなしグリーン・ゾーン認証制度の他自治体への普及支援

推進

実施

実施

実施検討

＊やまなしグリーン・ゾーン認証制度
　�山梨全体で安心・信頼を提供することをテーマとして、山梨県が施設を現地調査し、感染症対策の実施状況を確認する、本県独自の制度
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　健康は人生100年時代の基盤となるため、安心して医療を受けることができる体制を確保するとともに、
現在も高い水準にある健康寿命の更なる延伸により、県民一人ひとりのQOL（生活の質）の向上を図っ
ていく必要があります。

　このため、地域で必要とされる医療が提供できるよう、医師や看護職員などの医療を担う人材確保・定

着や、医療の体制整備を図るとともに、がんなどの疾病対策、医療や健診等のデータを活用した自発的な

健康づくり、生活習慣病予防などを進めます。

　十分な人材が確保され、誰もが地域で安心して医療を受けることができる体制が整備されるとともに、

疾病予防や生活習慣病予防などの取り組みが進み、健康寿命の延伸が図られています。

期待される政策効果

政策の基本的な考え方

　　　健康・命を守る保健医療の確保
政策 2

パートナーシップ

県民

保健医療の
確保

関係
団体等

医療
機関

市町村

大学等 県

● 健康づくり活動の実践

● 適切な医療機関の受診

● 研修会の実施

● 救急医療センター運営

● 健康情報の提供

● 各種検診等の実施

● 必要な医療の提供

● 医療人材の確保

● 医療提供体制の整備

● 市町村等の支援

● 医療人材の育成

● 先端医療の研究
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 1　医療従事者の確保・定着・偏在の是正

施策の目指す姿
現在

　医師や看護職員の総数確保は一定程度図られ
ているが、医療機関における医師、看護職員の
不足感は強く、地域間の偏在等も生じている。

R1
医師偏在指標（参考 全国平均値：239.8）

山梨県 　224.9
　中北医療圏 260.5
　峡東医療圏 163.1
　峡南医療圏 173.8
　富士・東部医療圏 　194.2

施策の概要

　医師や看護職員の確保・定着・地域偏在の是正のため、修学資金貸与や育成等の支援、勤務環境の整備等

を計画的に進めるとともに、産科など特に充実が必要な診療科の人材確保に取り組みます。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大を受け、県内で感染管理認定看護師の養成に取り組みます。

将来

　医師、看護職員が充足されるとともに、地域
間の偏在等が是正されている。

R4
国が定めた医師偏在指標において、中北以外の医療圏
の指標が全国平均値に近づくよう、医師確保の取り組
みが進んでいる。

＊医師偏在指標
　�医師の偏在状況を全国ベースで客観的に比較するために、地域ごとの医療ニーズや人口構成、患者の流出入､ 医師の性年齢構成等を踏まえた

新たな指標

〈医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

地域医療対策協議会の開催

医師確保計画の策定

医師確保対策の推進、育成支援

山梨県看護職員需給計画（第 8次）の策定

看護職員確保対策の推進、資質向上支援

感染管理認定看護師養成のための教育課程の
開設準備（R5春 開設予定）

医療従事者の勤務環境改善の支援

検討・策定

検討・策定

開催

推進・支援

推進・支援

支援

準備
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 2　救急医療体制の充実

施策の目指す姿
現在

　初期救急から三次救急まで、症状に応じた救
急医療体制を構築しているが、医師不足や救急
医療に参加する開業医の高齢化などを背景に、
医療現場での疲弊感が大きい。

施策の概要

　医師の不足や地域偏在が生じている中、軽症患者から重症・重篤患者まで、症状に応じた医療を適時・適

切に提供するため、初期救急から三次救急までの救急医療体制の充実を図ります。

　また、医師の高齢化や働き方改革の施行に伴い、救急医療を担う医師不足が見込まれる中、救急に係る実

態調査を行い、課題を明らかにした上で、持続可能な救急医療体制の構築に向けた検討を行います。

将来

　初期から三次までの救急医療体制が維持され
るとともに、症状に応じた役割分担やドクター
ヘリの効果的な運用などにより、救える命を確
実に救うことができている。

R4
地域の実情に応じた広域化への取り組みやコンビニ受
診の抑制が図られている。

〈医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

初期救急医療体制の運営支援

二次救急医療機関の運営、設備整備への支援

高度救命救急センター運営への支援

ドクターヘリ運用への支援

歯科救急医療体制の運営支援

救急医療情報の提供、適正受診に向けた啓発の実施

持続可能な救急医療体制の構築に向けた調査・検討

支援

支援

支援

支援

支援

実施

調査・検討
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 3　医療機能の分化・連携等の推進

施策の目指す姿
現在

　地域医療構想の実現に向け、不足する回復期
病床への転換が進んでいるが、十分ではない。
　また、増加する外国人患者への対応など多様
化・複雑化する医療ニーズへの対応が十分では
ない。

H30
・急性期病床数 3,572床

・回復期病床数 1,365床

R1
・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関
（入院を要する救急患者に対応可能）数 4病院

施策の概要

　急性期医療から在宅医療まで地域全体で必要な医療を切れ目なく提供するため、医療機関における医療機

能の分化・連携を進めるとともに、増加する外国人患者など多様化、複雑化する医療ニーズに対応した、地

域で必要とされる医療の充実を図ります。

将来

　県内のどの地域においても、急性期医療から
在宅医療まで地域全体で切れ目なく必要な医療
が提供される体制が構築されている。

R4
・急性期病床から回復期病床への転換が進んでいる。

・外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関
（入院を要する救急患者に対応可能）数 33病院

〈医務課／衛生薬務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

地域医療構想調整会議の開催

医療機能の分化・連携のための施設・設備整備への支援

多様化、複雑化する医療ニーズに対応する取り組みへの支援

かかりつけ薬局の推進

開催

支援

支援

実施



199

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

第

3
章

戦略 4　安心「やまなし」充実戦略

 4　へき地医療の確保

施策の目指す姿
現在

　山間部等の住民への巡回診療やへき地診療所
の運営を実施している。

R1
・へき地医療拠点病院 4施設

・へき地診療所 11施設

施策の概要

　山間部等の住民へ医療を適切に提供するため、へき地医療拠点病院やへき地診療所への支援を行うととも

に地域の医療機関へ配置される自治医科大学卒業医師の確保を図ります。

将来

　巡回診療の実施やへき地診療所の運営により
山間部等の住民に対して必要な医療が提供され
ている。

R4
・へき地医療拠点病院 4施設

・へき地診療所 11施設

〈医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

へき地医療拠点病院が実施する巡回診療への支援

へき地診療所等が実施する施設・設備整備への支援

自治医科大学卒業生のへき地医療機関への配置

支援

支援

実施
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 5　産科・周産期医療の確保

施策の目指す姿
現在

　周産期母子医療センターが設置されるととも
に、県内全ての医療圏において、分娩取扱い医療
機関の確保またはセミ・オープンシステムの実施
が実現しているが、産科医師の高齢化への対応や
不妊治療に係わる人材の育成が十分ではない。

R1
・分娩取扱い医療機関数 18施設

・総合周産期母子医療センター 1施設

・地域周産期母子医療センター 5施設

施策の概要

　県内のどこでも安心して妊娠・出産ができる医療提供体制の維持・確保を図るため、周産期母子医療センター

への支援や、山梨大学と連携した産科医の確保や不妊治療に係わる人材の育成などに取り組みます。

将来

　県内のどこでも安心して妊娠・出産ができる
医療提供体制が確保されている。

R4
・分娩取扱い医療機関数 18施設

・総合周産期母子医療センター 1施設

・地域周産期母子医療センター 5施設

＊セミ・オープンシステム
　�妊婦健診は通院に便利で身近な診療所や病院においてその診療所等の医師が行い、緊急時の診療や出産は分娩取扱病院においてその病院の医

師が行う仕組み

〈医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

総合・地域周産期母子医療センターへの支援

産科医確保や不妊治療に係わる人材育成（寄附講座の設置）

支援

設置
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 6　在宅医療の充実

施策の目指す姿
現在

　訪問診療を実施する診療所等は一定数ある
が、今後、高齢化の一層の進展に伴い在宅医療
ニーズの増大が見込まれる。

R1
・訪問診療を実施する診療所・病院数 135箇所

・トータル・サポート・マネジャー 22名

施策の概要

　在宅医療提供体制の充実・強化を図るため、在宅医療に関する人材育成、多職種連携、拠点形成、普及啓

発等に取り組みます。

将来

　住み慣れた地域等において、安心して療養が
できる訪問診療等の提供体制が構築されている。

R4
・訪問診療を実施する診療所・病院数 154箇所以上

・トータル・サポート・マネジャー 50名

〈医務課／衛生薬務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

訪問診療に携わる医師、歯科医師、看護師、薬剤師等の
人材育成を支援

多職種が連携して訪問診療を提供する体制整備への支援

訪問看護支援センターの運営

訪問看護ステーションの開設や体制強化への支援

かかりつけ薬局の推進

支援

支援

実施

支援

実施
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 7　健康寿命の延伸に向けた健やか山梨 21の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　生活習慣病の発症・重症化予防の推進のため、健やか山梨２１推進会議を中心に、市町村及び健やか山梨

21推進団体、企業等と連携・協働をしながら健康づくり施策を推進します。

現在

　現在、本県の健康寿命は、男女ともに全国 1
位（平成 22、25、28年の平均）であるが、「健
やか山梨 21（第 2次）」計画における分野ごと
の取り組みでは、「糖尿病」など、目標に対し
評価の低い項目がある。
　また、働く世代については、生活習慣病の発
症リスクが高まっている。

H30
平均寿命と健康寿命の差（H30年 3月発表値）

男性 8.08年

女性 11.11年

将来

　特定健康診査等の受診率が向上し、メタボ
リックシンドローム該当者及び予備群者の割合
の減少や新規透析導入患者数の減少など、生活
習慣病の発症・重症化予防が図られ、県民の健
康寿命の延伸につながっている。

R3
平均寿命と健康寿命の差（R3年 3月発表予定値）

 短縮

〈健康増進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

健やか山梨 21（第 2次）に基づく取り組み

生活習慣病の発症・重症化予防の推進

受動喫煙の防止対策の推進

働く世代の健康づくり応援事業の実施

地域保健と職域保健の連携による健康増進事業の実施

生活習慣の改善を支援する栄養士等の人材育成

実施創設・実施

実施

連携

体制整備

研修等実施

普及・啓発
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 8　口腔の健康づくりの推進

施策の目指す姿

施策の概要

　幼児期の口腔の健康の地域間格差を解消するため、市町村や関連機関の取り組みを支援するとともに、成

人期からの歯肉・歯周疾患の早期発見・早期治療を可能にするため、定期的な歯科検診の受診、医科歯科連

携を推進するなど、ライフステージごとの対策を行います。

現在

　県民の口腔の健康状態は、80歳で自分の歯
を 20本維持する 8020達成者の増加など、概
ね改善しているが、むし歯の有病率は高く、乳
幼児期のむし歯の地域間格差、学童期のむし歯
のない子と多数むし歯のある子の二極化、成人
期の歯肉・歯周疾患の悪化などが生じている。

H26
60歳代における咀嚼良好者の割合 73.6%

将来

「口腔の健康づくり」の大切さが普及し、乳幼
児期でのむし歯の地域間格差の解消、学童期で
の多数のむし歯を有する子どもの減少、成人期
からの歯肉・歯周疾患の改善が図られ、何でも
噛んで食べることができるなど、口腔の健康が
保持・増進され、健康格差の縮小が促進されて
いる。

R4
60歳代における咀嚼良好者の割合 80.0%

〈健康増進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

8020運動推進特別事業検討評価委員会の開催

歯科疾患の予防対策の推進

医科歯科連携等推進検討会の開催

口腔保健支援センターの運営

周術期等口腔機能管理体制の整備 体制整備普及啓発

開催

実施

普及啓発

開催
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 9　難病などの疾病対策の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　難病患者に対する支援の充実等を図るため、医療提供体制の充実に向けた検討や長期療養児に関わる保健

師等の人材育成、臓器移植に関する普及啓発を行うとともに、アレルギー疾患対策の推進を図るため、関係

者による協議会や拠点病院を中心に、診療体制の充実や情報提供、人材育成等、総合的に施策を実施します。

現在

　難病法の施行により、指定難病の種類が増加
している中、医療体制や、長期療養児童への適
切な支援を行う人材が十分でない。
　また、アレルギー疾患罹患者が増加傾向にあ
る中、診療体制の構築等、総合的な対策が十分
でない。

将来

　難病治療に関する医療体制が構築され、難病
患者の早期診断・医療の確保が図られている。
　長期療養児童への適切な支援が行われ、児童
の健全な成長や自立促進が図られている。
　アレルギー疾患の発症・重症化予防や患者の
生活の質の維持、向上が図られている。

R4
難病診療に関する医療提供体制が充実している。

〈健康増進課／医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

難病医療提供体制の充実

疾患を抱える児童等の支援

アレルギー疾患対策の推進

移植医療の推進

検討・実施

普及啓発

人材育成

人材育成



205

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

第

3
章

戦略 4　安心「やまなし」充実戦略

 10　がん対策の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　がん対策の一層の充実を図るため、山梨県がん対策推進計画に基づき、がんに関する正しい知識を普及し、

効果的ながん検診の実施や、先進的ながん医療の推進、がん患者が住み慣れた地域で安心して生活するため

の支援を行うなど、がんに関する総合的な施策を展開します。

現在

　本県のがんの 75歳未満年齢調整死亡率は、
常に全国を下回り低減傾向であるものの、がん
は、昭和 58年以降、本県における死亡原因の
第１位を占めている。

H29
75歳未満年齢調整死亡率 67.8（人口 10万対）

将来

　県民が正しい知識を持ち、効果的な検診が適
切に行われ、がんの早期発見、早期治療につな
がっている。
　また、病態に応じた適切ながん医療や支援を
受けることができ、患者や家族が尊厳を持って
暮らしている。

R4
75歳未満年齢調整死亡率 62.6（人口 10万対）

＊年齢調整死亡率
　�高齢化の影響等により年齢構成が異なる集団の間で死亡率を比較したり、同じ集団の死亡率の年次推移を見るため、集団全体の死亡率を基準

となる集団の年齢構成（基準人口）に合わせた形で算出した死亡率
＊妊孕性温存療法（にんようせいおんぞんりょうほう）
　生殖能力が損なわれてしまうおそれがある抗がん剤や放射線等によるがんの治療を行う前に、卵子や精子等を採取保存すること

〈健康増進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

効果的ながん検診を適切に行うための体制整備

がん診療連携拠点病院等への支援

がん登録データの利活用の推進

患者のがん治療や生活、就労に係る支援

がんリハビリテーションの体制整備

妊孕性温存療法を行うがん患者への支援

実施

患者支援

人材育成等

支援

支援

体制整備
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 11　災害医療対策の強化

施策の目指す姿

施策の概要

　甚大な被害が想定される南海トラフ地震等に備えるため、実践的な訓練や災害医療関係者等に対する研修、

災害拠点病院等への支援を行うなど、災害時医療救護体制等の充実に努めます。

現在

　災害医療訓練の実施や災害拠点病院等の設備
整備により、災害医療救護体制を確保している
が、DMATチーム等の養成等が十分ではない。

R1
・山梨DMATチーム数 31チーム

・災害医療コーディネーター 12人

将来

　DMATや JMAT、DPAT、災害医療コーディ
ネーター等の養成・育成が十分図られるととも
に、実践的な災害医療訓練の実施などにより、
災害時の医療救護体制及び受援体制の強化が図
られている。

R4
・山梨DMATチーム数 42チーム

・災害医療コーディネーター 21人

〈医務課／健康増進課／福祉保健総務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

大規模災害を想定した訓練の実施

DMAT、JMAT、DPAT、災害医療コーディネーター等の
養成・育成支援

災害拠点病院等が実施する設備整備への支援

医療機関が実施する消防設備整備への支援

大規模災害時の身元確認体制の強化

実施

支援

支援

支援

推進協議会設置
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 12　オンライン診療の普及促進

施策の目指す姿

施策の概要

　医師がオンライン上で患者の過去の診療情報を確認し、より的確な診断を行うことが可能となるよう、県

医師会が推奨する「電子版かかりつけ連携手帳」と連動したアプリによるオンライン診療システムの開発支

援及び医療機関への普及を促進します。

現在

　新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、医療
機関・患者双方の感染リスクを低減するオンラ
イン診療は有効なツールである一方、対面診療
と比較して患者から得られる情報が少ないなど
の理由から、オンライン診療を導入している医
療機関が少ない。

R3
オンライン診療導入医療機関 20

将来

　医療機関においてオンライン診療に対する理
解が進むことにより普及が広がった結果、受診
の際の感染リスクが低減されるとともに、へき
地医療や在宅医療の分野においてもオンライン
により受診する患者が増加している。

R4
オンライン診療導入医療機関 400

〈医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

県医師会が推奨する「電子版かかりつけ連携手帳」と
連動したアプリによるオンライン診療システムの開発支援等 開発支援 導入支援 普及促進
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 13　国民健康保険等の安定的な運営

施策の目指す姿

施策の概要

　公的医療保険制度の安定的な運営のため、山梨県医療費適正化計画に基づき、公的医療保険を運営する保

険者からなる山梨県保険者協議会を通じた取り組みや、データベースを活用した疾病の重症化予防、後発医

薬品の使用などを推進します。

現在

　急速に進行する高齢化や医療技術の進歩によ
り増加を続ける医療費が、公的医療保険（国民
皆保険）制度の安定的な運営を堅持していく上
での懸念材料となっている。

H29
・特定検診受診率 55.6%

・後発医薬品の使用割合 73.9%（H31.3月）

将来

　生活習慣病をはじめとする疾病の発症や重症
化予防など、医療費の適正化に向けた取り組み
が進み、公的医療保険制度の安定的な運営が図
られている。

R4
・特定検診受診率 67.6%

・後発医薬品の使用割合 80%

〈国保援護課／健康増進課／衛生薬務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

保険者協議会等を通じた医療費適正化の推進

国民健康保険運営方針に基づく財政安定化の推進

生活習慣病の発症・重症化予防の推進

後発医薬品の使用促進

開催・取組

普及・啓発

研修・支援

体制整備



209

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

第

3
章

戦略 4　安心「やまなし」充実戦略

 14　データを活用した健康増進と医療費適正化の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　国保データベースを活用し、国民健康保険加入者に対して個々の健康特性に応じた情報提供等を行うアプ

リを開発し、特定健診の受診率向上や自発的な健康づくり活動の推進、糖尿病をはじめとする生活習慣病等

の予防を促すとともに、医療費分析等を通じて、健康課題を抽出し、市町村における保健事業への積極的な

支援を進めていきます。

現在

　国民健康保険等の保険者は、被保険者の健康
増進や医療費の適正化を図るため、保有する保
険・医療・介護等のデータの活用に取り組み始
めている。

H29
・特定検診受診率 55.6%

・糖尿病に起因する新規透析導入患者数 120人

将来

　保険・医療・介護等のデータを効果的に活用
した取り組みにより、県民の健康増進や医療費
の適正化が図られている。
　医療データ等に基づき健康づくりを促進するア
プリの活用により、県民一人ひとりが健康増進に
向けて取り組み、健康寿命が延伸されている。

R4
・特定検診受診率 67.6%

・糖尿病に起因する新規透析導入患者数 114人

〈国保援護課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

スマートフォンアプリケーションの開発・運用

医療費分析の実施

市町村保健事業に対する支援 支援

運用開発

実施
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 15　公衆衛生の維持・向上

施策の目指す姿

施策の概要

　県民の生活と健康を守るため、環境の変化や規制強化等に対応し、公衆衛生の更なる向上を目指し、各種

事業に取り組みます。

現在

　県民の生活と健康を守るため、環境の変化や
規制強化等に対応した公衆衛生の向上を推進し
ている。

H30
ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の衛生管理を
導入した食品営業許可施設の割合 0.4%
 （61許可数／ 14,963許可数）

将来

　生活衛生施設や食品製造施設、医薬品製造施
設等の監視指導や、献血目標量の確保、水道施
設整備の支援や水質監視等を実施し、公衆衛生
が向上している

R4
ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の衛生管理を
導入した食品営業許可施設の割合 100%

〈衛生薬務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

生活衛生施設等の監視指導の実施

食品の安全性確保のための監視指導及び検査

医薬品・施設等の監視指導

献血思想の普及啓発及び献血組織等の育成

水道施設整備の支援及び水質監視

実施

実施

実施

実施

実施

＊ＨＡＣＣＰ（ハサップ：Hazard Analysis and Critical Control Point（危害分析重要管理点））
　�食品等事業者自らが、原材料の受入から最終製品までの工程ごとに、微生物による汚染や異物の混入などの危害を予測した上で、危害の防止

につながる特に重要な工程を連続的・継続的に監視し、記録することにより、製品の安全性を確保する衛生管理手法
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　地域には、高齢者や子ども、障害のある方・ない方など多様な人々が暮らしています。制度・分野ごと

の縦割りや支え手、受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が我が事として参画し、人

と人、人と資源が世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をとも

に創っていく地域共生社会を実現していく必要があります。

　そのため、地域包括ケアシステム＊38や障害福祉サービス、自殺予防対策、生活困窮者対策など個別のニー

ズに対応した取り組みを進めるとともに、介護待機者ゼロ社会を目指した施設整備、地域福祉を支える人

材の確保・育成、相談体制の強化、多様な主体の連携などを推進します。

　多様化・複雑化する福祉ニーズに対応する取り組みが進み、誰もが地域で安心して自分らしく暮らすこ

とができるようになっています。

期待される政策効果

政策の基本的な考え方

　　　地域で安心して自分らしく暮らすことができる福祉の充実
政策 3

パートナーシップ

県民

地域福祉の
充実

社会
福祉
協議会等

社会福祉
法人等

市町村

 NPO等 県

● 地域活動への参加

● 地域福祉制度への理解

● 地域に密着した活動

● 関係機関との協働・調整

● 地域の支援体制整備

● 地域福祉活動の推進

● 福祉サービスの提供

● サービスの質の向上

● サービス提供体制整備

● 意識啓発・情報提供

● 地域のニーズ把握

● 社会貢献活動の実施

＊ 38	 高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援の目的のもとで、可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けること
ができる、地域における包括的な支援・サービスの提供体制
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 1　地域福祉の推進

施策の目指す姿

施策の概要

　民生委員・児童委員活動や地域ボランティア活動への支援、生活困窮者の自立に向けた支援や生活保護制

度の適切な運用などに取り組むとともに、地域福祉支援計画を基に、高齢者や障害者、児童の福祉などの個

別相談対応に加え、これらが重複する課題に対して包括的な支援を行う体制の確立を促進します。

現在

　市町村や社会福祉協議会などにおいて高齢者
や障害者、児童などの相談窓口がそれぞれ設け
られ、その窓口へのつなぎ役として民生委員等
が活動しているほか、共助として食料支援や子
育てサークルなどの活動も活発化している。
　こうした中、改正社会福祉法（平成 30年 4
月施行）を踏まえ、地域住民等が主体となって、
関係機関と連携し、孤立しない・させない地域
づくりに取り組み、多様で複合的な地域課題を
解決する社会の構築が求められている。

H30
改正社会福祉法に基づいた内容で
計画を改定した市町村数 0市町村

将来

　多様で複合的な地域課題を丸ごと解決できる
包括的な相談支援体制が確立されるとともに、
県・市町村と社会福祉協議会が連携・協働し、
全ての県民が、地域のことを気にかけ、気にな
る人（支援が必要な人）がいたら、人や場、活
動などにつなげられるよう、様々な機関やコ
ミュニティとのつながりを持ち、役割を担い、
お互いに支え合いながら、安心して自分らしく
暮らすことができる山梨となっている。

R4
改正社会福祉法に基づいた内容で
計画を改定した市町村数 27市町村

〈福祉保健総務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

県地域福祉支援計画の改定及び市町村地域福祉計画の
改定支援

県社会福祉協議会への支援

民生委員・児童委員活動への支援

地域ボランティア活動への支援

民間社会福祉団体の活動への支援

生活困窮者対策の推進

生活保護制度の適切な運用

実施

実施

実施

実施

実施

実施

支援改定・支援
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 2　高齢者の介護予防・健康づくりの推進

施策の目指す姿

施策の概要

　高齢者が生涯にわたり元気でいきいきと活躍できるよう、介護予防、特にフレイル（虚弱）の予防の重要

性を普及啓発するため、広く県民を対象とした研修などを実施します。

　また、市町村における介護予防・健康づくりに向けた取り組みを促進するため、地域包括支援センター職

員などの研修や、市町村の介護予防事業においてアドバイザーとなるリハビリテーション専門職の資質向上

を図ります。 

　さらに、市町村へのフレイル予防アドバイザーの派遣等により、住民主体で介護予防を行う体制を整備し

ます。

現在

　本県は健康寿命が長く要介護認定率も全国で
最も低いなど元気な高齢者が多い一方で、高齢
化率は全国より高く、介護予防の重要性の更な
る周知啓発や、取り組みが十分ではない。

R2（H31実績）
介護予防に資する
通いの場の参加人数 14,852人

将来

　若いころからの健康づくりや、幅広い視点で
の介護予防の取り組みの重要性が広く県民に理
解されている。
　住民主体で介護予防活動等を行う「通いの場」
が普及し、高齢者自らが運営の担い手として役
割を持つことにより、介護予防や孤立の防止が
図られ、地域コミュニティが強化されている。

R4（R3実績）
介護予防に資する
通いの場の参加人数 17,500人

〈健康長寿推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

介護予防・健康づくりの普及啓発

介護予防・健康づくりに向けた市町村の取り組みの促進

地域リハビリテーションの機能強化 実施

実施

促進
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 3　医療と介護の連携推進

施策の目指す姿

施策の概要

　医療と介護の連携を更に推進するため、医師や看護師、介護支援専門員などの多職種が連携するための手

引きの普及、浸透を図りながら、会議を設置し、連携における課題や、より実効性のある連携方法を検討する

ほか、介護支援専門員研修においてケアマネジメントに必要な医療との連携に関する内容の充実を図ります。

現在

　家族形態の変化に伴い、核家族化が進行し、
本県においても一人で暮らす高齢者や、高齢者
のみの夫婦世帯が増加する中で、多くの人が自
宅など住み慣れた環境での介護や療養を望んで
いる。

R1
手引きにより医療と介護の
連携を行っている市町村数 15市町村

将来

　医療と介護の連携が一層進み、どの地域にい
ても安心して必要かつ良質な医療と介護が受け
られる体制が整備されるとともに、切れ目のな
い医療と介護サービスが充実している。

R4
手引きにより医療と介護の
連携を行っている市町村数 27市町村

〈健康長寿推進課／医務課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

多職種連携による医療・介護連携の推進

県・市町村及び関係団体等の連携・協議の推進

在宅医療・介護を担う人材の確保・養成の推進

連携推進

研修実施

検討・改善会議設置
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 4　介護人材の確保・定着と資質向上

施策の目指す姿

施策の概要

　介護人材の確保・定着、資質向上を図るため、職員の給与面の底上げとなる介護報酬の処遇改善加算を最

大限取得できるよう支援するとともに、働きやすい職場環境を整備するための介護ロボットやＩＣＴの導入

に対し助成するほか、人材育成や職場環境改善等について優良な取り組みを評価する認証制度の創設や介護

職員等を対象とした研修を実施し、専門性の向上を図ります。

現在

　団塊の世代が全て後期高齢者となる 2025
年において本県で必要となる介護職員を、
15,264 人と推計しており、供給推計は
14,687人であることから、577人が不足する
見込みである。この需給ギャップの解消を目指
し、介護人材の確保・定着を図る必要がある。

H29
介護職員数 13,029人

将来

　介護現場の処遇改善や働きやすい職場環境づ
くりにより、介護職員の確保と定着が進み、必
要な介護人材が確保できている。
　県が実施する研修等により、多くの介護職員
が利用者本位の質の高いサービスを提供できる
ようになっている。

R2
介護職員数 13,746人

〈健康長寿推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

介護職員処遇改善加算の取得促進

介護人材の確保・定着対策の推進

介護人材の資質向上の推進

介護施設・事業所の評価認証の取得促進

実施

取得促進

実施

評価項目・
　基準作成 取得促進
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 5　特別養護老人ホーム等の計画的な整備

施策の目指す姿

施策の概要

　介護施設の整備を促進するため、施設整備及び転換等を支援するとともに、円滑な施設開設に向けた取り

組みを支援します。併せて、生活環境の向上を図るため、既存施設の改修、改築に対し支援します。また、

介護保険事業所等の感染症対策を進めます。

現在

　本県ではこれまで特別養護老人ホーム等の整
備を計画的に進めてきており、平成 31年 4月
1日現在で、113施設、5,027床の整備となっ
ている。
　入所申込者が 4千人を超えており、入所の
必要性の高い方も依然待機をしている状況にあ
る。

R1
特別養護老人ホーム定員数 5,027人

将来

　地域密着型を基本とした特別養護老人ホーム
等の整備や、ショートステイの特別養護老人
ホームへの転換、有料老人ホームやサービス付
き高齢者向け住宅の特定施設入居者生活介護の
指定等により、待機者が減少している。

R4
特別養護老人ホーム定員数 5,369人

〈健康長寿推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

特別養護老人ホームの計画的な整備促進

ショートステイの特養転換等促進

介護保険事業所等の感染症対策の推進

促進

支援

推進
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施策の概要

 6　認知症施策の総合的な推進

施策の目指す姿

　認知症の方やその家族の視点に立った支援体制を充実するため、各市町村に設置された認知症初期集中支

援チーム（認知症サポート医や保健師、看護師等で構成するチーム）の機能強化を図り、多様な主体によるネッ

トワークを構築するとともに、若年性認知症対策を強化するため、コーディネーターを配置し、医療・福祉・

就労などにおいて適切な支援を受けられるようにします。

　また、地域の中で認知症の方が安心して暮らし続けることができるよう、認知症サポーターの養成を推進

するとともに、本人や家族、住民のサポーターや金融機関、商店などがチームとなり、具体的な支援を行う「チー

ムオレンジ」の立ち上げを支援するなど、認知症との共生に努めます。

現在

　本県の認知症高齢者の数は、28,172人（H 
31.4.1現在）で高齢者人口全体の 11.3%を
占め年々増加している。
　また、65歳未満の現役世代に発症する若年
性認知症の発症件数の増加も見込まれている。

R2
チームオレンジを設置する市町村数 1市町村

将来

　認知症の方が県内のどこに住んでいても適切
な医療・介護サービスを受けることができ、認
知症の方やその家族の視点を重視した地域にお
ける支援体制が構築されるとともに、県民全て
が認知症を正しく理解し、認知症の人の支援
ニーズにきめ細やかに対応できる体制が構築さ
れている。

R4
チームオレンジを設置する市町村数 12市町村

〈健康長寿推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

早期診断・対応体制等の医療・介護サービスの整備

地域での支援体制の構築

若年性認知症施策の強化

認知症への理解の促進

チームオレンジ設置への支援

実施

理解促進

整備促進

体制構築

実施
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 7　共生社会の実現

施策の目指す姿
現在

　障害や障害のある方に対する理解不足や、誤
解、偏見により、障害のある方が自分らしい生
活を送ろうとしても、それを阻む目に見えない
障壁（心のバリア）が存在する。

H29
共生社会に対する県民の認知度 49.6%

施策の概要

　障害や障害のある方への理解を深め、障害を理由とする差別の解消を推進するため、学校における交流活

動をはじめとして、障害のある方とない方が交流する機会の創出や、県民や企業等への障害に対する正しい

知識や適切な配慮に関する普及啓発を行うとともに、県及び市町村に相談員を配置し、研修会等を通じて相

談員の資質の向上を図ります。

将来

　学校や企業、地域等において、障害や障害の
ある方への理解が深まるとともに、誤解や偏見
がなくなり、障害のある方とない方が相互に人
格と個性を尊重し合いながら共に暮らすことが
できる「共生社会」が実現している。

R4
共生社会に対する県民の認知度  100%

〈障害福祉課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

障害者週間「普及・啓発キャンペーン」の実施

「障害者の主張大会」の実施

「やまなし心のバリアフリー推進ポスター」と「標語」募集

障害者差別解消支援ネットワーク会議の開催 委員任命委員任命

実施

実施

入選者表彰
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 8　障害児（者）支援の充実

施策の目指す姿
現在

　障害のある方の受入れ施設の地域的な偏在
や、サービスの種類の偏在が課題となっている。
特に、医療行為が必要となる児者のケアができ
る児童発達支援・放課後等デイサービス・短期
入所施設は中北地域のみに限られ、介護を行う
家族に多大な負担がある。
　重度心身障害者医療費助成制度における償還
払い方式においては、受給者が医療機関の会計
窓口で一旦医療費を支払う必要がある。受給者
に対して医療費相当額を無利子貸付する制度を
設けているが、その申請手続の負担が重いとい
う声がある。

H28
短期入所事業所のベッド数 222床

施策の概要

　障害のある方の自立や地域への定着を促進するため、グループホームや短期入所サービス事業所の整備を

行う社会福祉法人等を支援するとともに、障害のある方や家族が安心して地域で暮らせるよう、支援を担う

人材の確保・育成を図ります。事業所等の整備については、ウイルス性感染症等の拡大を防止する観点を取

り入れた整備を促進します。また、障害福祉サービス事業所等の感染症対策を進めます。

　重度心身障害者に対する医療費助成について、国民健康保険会計への国庫負担金の減額措置を回避しつつ、

医療機関での窓口負担を軽減（窓口無料化）するための新たな仕組みを構築するとともに、その普及を図り

ます。

将来

　グループホームや在宅支援の重要な柱となる
短期入所、就労系サービス施設等が各地域にバ
ランス良く設置されている。
　また、障害福祉サービスの利用定員数の地域
的な偏在や、サービスの種類の偏在が是正され、
障害のある方や家族が、住み慣れた地域で暮ら
しに安心感と生きがいを持つことができる社会
が実現している。
　さらに、医療機関において、手持ちの現金や
貸付制度が不要な電子決済により、支払の利便
性が向上している。

R2
短期入所事業所のベッド数 248床

※「具体的な事業」、「工程表」については次頁に記載。
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〈障害福祉課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

共同生活援助施設（グループホーム）の整備促進

短期入所施設の整備促進

就労継続支援事業所の整備促進

児童発達支援・放課後等デイサービス・短期入所施設等の
整備促進

医療的ケア児への支援検討会議の開催

医療型短期入所開設の支援

児童発達管理責任者など支援を担う人材の確保・育成

県医師会が推奨する、治療や処方等の情報を記録できる「電子版かかりつけ
連携手帳」と連携する電子決済システムの構築、医療費助成の試行、運用

障害福祉サービス事業所等の感染症対策の推進

支援

支援

支援

支援

実施

推進

構築・モデル事業実施・運用

支援

開催
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 9　障害児（者）の地域移行推進・相談支援の充実

施策の目指す姿
現在

　障害のある方が自ら望む場所で生活すること
や、精神科病院の長期入院から地域生活に移行
するための、受入体制、相談支援体制が十分で
はない。

H30
精神科病床における１年以上の長期入院患者数

65歳以上 699人

65歳未満 435人

施策の概要

　長期入院者の地域移行や、新型コロナウイルス感染拡大などを背景とした孤立化の防止など、障害のある

方の多様なニーズに対応するため、地域における生活支援体制を強化するとともに、必要な障害福祉サービ

ス等を受けるための相談支援体制の充実、相談支援に携わる者をバックアップする体制を強化します。

将来

　各圏域に障害のある方の重度化・高齢化・「親
亡き後」に備える体制や、相談支援体制が整備
され、障害のある方が身近な地域で自らの選択・
決定により必要な障害福祉サービス等を受けら
れる環境が整い、地域で安心して暮らしている。

R2
精神科病床における１年以上の長期入院患者数

65歳以上 618人

65歳未満 405人

〈障害福祉課 /健康増進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

地域生活支援拠点の活用による日常生活の相談、
緊急時の受入体制等の機能の強化

ピアサポーターの精神科病院派遣
（長期入院患者に対する退院支援）

圏域マネージャーによる相談支援体制の充実
（地域のネットワーク構築、課題解決）

相談支援従事者の育成と質の向上

ピアサポーターの養成

事業実施

拠点活用拠点整備

配置

研修実施

養成

＊ピアサポーター
　自ら障害や疾病の経験を持ち、その経験を生かしながら、他の障害や疾病のある者のための支援を行う者
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 10　心の健康対策の推進

施策の目指す姿
現在

　ひきこもり地域支援センターにおいて、ひき
こもりの方や家族に対する相談支援や生活技能
訓練、家族教室を実施。アルコール依存症の専
門医療機関の選定。また、早急に精神科治療が
必要な方を対象に 24時間体制で電話による受
診相談に応じ、医療機関を紹介している。

H30
ひきこもりサポーター養成研修
実施市町村 2市

施策の概要

　精神障害を有する方、ひきこもり当事者、依存症を有する方や、その家族を支援する体制の充実を図るため、

相談支援体制を強化するとともに、依存症相談拠点の設置、アルコール、薬物、ギャンブル等依存症に係る

専門医療機関及び治療拠点機関の選定など、適切な医療が提供できるよう取り組みます。

将来

　多くの市町村において、ひきこもりサポーター
の養成・派遣事業が実施され、全県で引きこも
りの方や家族に対する支援が展開されている。
　精神障害を有する方や依存症の方への相談支
援体制、医療提供体制が整備され、支援が適切
に行われている。

R4
ひきこもりサポーター養成研修
実施市町村 10市町村

〈健康増進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

精神科 24時間救急の継続実施

山梨県ひきこもり地域支援センター等における個別相談、
集団支援の推進

ひきこもりサポーターの養成に向けた市町村支援の推進

依存症の相談支援・医療提供体制の整備促進

ギャンブルやゲーム等の依存症への支援体制の強化

実施

実施

実施

実施相談拠点開設

実施
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 11　自殺予防対策

施策の目指す姿
現在

　発見地ベースの自殺死亡率が高い状況にある
（平成 30年・全国ワースト）。

H30
・住所地ベースの自殺死亡率

 17.0（人口 10万対）

・発見地ベースの自殺死亡率

 24.8（人口 10万対）

施策の概要

　住所地ベースの自殺死亡率の減少を図るため、本県における自殺の現状を詳細に分析した上で、新たな自

殺防止対策に関する計画に基づき各種施策を総合的に推進するとともに、発見地ベースの自殺死亡率の減少

を図るため、効果的なハイリスク地対策に取り組みます。

将来

　新たな自殺防止対策に関する計画に基づき各
種施策について総合的な推進が図られ、住所地
ベースの自殺死亡率が減少するとともに、効果
的なハイリスク地対策の取り組みにより、発見
地ベースの自殺死亡率が減少している。

R4
・住所地ベース、発見地ベースの自殺死亡率の
減少を図る。

〈健康増進課／観光振興課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

新たな自殺防止対策に関する計画の策定、各種施策の推進

普及啓発活動の推進

人材の確保・育成推進

相談支援の充実

ハイリスク地のイメージアップの強化

ハイリスク地（水際対策）・ハイリスク者対策の強化

実施

実施

実施

実施

実施計画策定

実施
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 12　子どもの貧困対策の推進

施策の目指す姿
現在

　子どもの 10人に 1人が貧困状態にあるとの
調査結果があるものの、子どもの貧困という課
題は見えにくく、県民の理解が進んでいない。

R1
地域ネットワークを
構築している市町村 5市

施策の概要

　貧困の状況にある子どもを必要な支援につなげるため、地域における支援体制を強化するとともに、子ど

もの教育の支援や保護者への就労支援を行い、貧困の連鎖を防止する支援を行います。

　また、感染症の拡大や災害時などに貧困の状況にある子どもがさらに困難な状況に陥ることを防ぐため、

平時から、市町村や民間団体と協働し、食料や生活用品の支援を行う体制の構築を図ります。

将来

　子どもの貧困対策推進に向けた理解が進み、
地域ネットワークが構築され、子どもの現在及
び将来がその生まれ育った環境によって左右さ
れることのないよう、地域の実情に沿った取り
組みが実施されている。

R4
地域ネットワークを
構築している市町村 27市町村

〈子ども福祉課／高校教育課／高校改革・特別支援教育課／私学・科学振興課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

子どもの貧困対策推進に関する計画策定・推進

地域コーディネーターの育成及び地域ネットワークの支援

市町村・民間団体との協働による食料・
生活用品支援ネットワークの構築

就学支援金等による教育のための支援

生活困窮世帯の子どもへの学習支援

ひとり親等への就労支援

支援

支援

支援

推進策定

支援育成

準備 構築
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 13　社会的養育の推進

施策の目指す姿
現在

　家庭における子どもの養育力が低下している
中で、国や地方公共団体は保護者とともに子ど
もを健全に育成する責任があるが、地域におい
て子どもを養育する体制が脆弱である。
　また、児童虐待などにより要保護となった子
どもの 7割が児童養護施設や乳児院に入所して
いる。

R1
子ども家庭総合支援
拠点設置市町村数 1市

施策の概要

　子どもが家庭環境の下で幸福に愛情を受けて健全に成長するため、地域における子ども家庭への支援の中

心となる「子ども家庭総合支援拠点」の設置を促進し、児童家庭支援センターや児童養護施設等における家

庭支援体制の強化を図るとともに、要保護児童の里親への委託の促進や、里親家庭への支援等フォスタリン

グ業務を推進します。

将来

　市町村に設置される「子ども家庭総合支援拠
点」を中心に、児童相談所や児童養護施設等、
警察、学校など関係機関が連携し、地域におい
て子育て家庭を支援する体制が構築されている。
　また、児童虐待などにより要保護となった子
どもの多くが、里親等に委託され、家庭的な養
育環境の中で生活している。

R4
子ども家庭総合支援
拠点設置市町村数 27市町村

〈子ども福祉課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

社会的養育推進計画の策定・推進

家庭養育支援体制の強化及び施策の推進

里親フォスタリング業務推進体制の構築

推進

推進策定

準備 構築 推進

＊里親フォスタリング業務
　�里親のリクルート、里親に対する研修、子どもと里親家庭のマッチング、里親への養育支援に至るまでの一連の過程において行われる様々な

支援
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 14　児童虐待防止対策の強化

施策の目指す姿
現在

　平成 30年度、本県の児童虐待相談件数（児
童相談所及び市町村分）は 1,492件と 10年前
と比べ 2倍以上となっている。
　また、児童虐待に係る通告が児童相談所に集
中するとともに対応困難な事案が増加している。

施策の概要

　児童虐待に関する県民の意識を高めるため、市町村や関係機関と連携して、オレンジリボンキャンペーン

を「児童虐待防止推進月間（11月）」を中心に実施します。

　また、児童虐待への対応強化を図るため、児童相談所に専門的知識を有する児童福祉司等を増員するなど

体制強化を進めるとともに、市町村や警察等関係機関との連携を更に進めます。

将来

　児童虐待に関する県民の知識や理解が深まる
とともに、きめ細かな子育て支援を進めること
で児童虐待件数が減少している。
　また、児童相談所の職員体制が強化されると
ともに、市町村や警察等関係機関との連携が進
み、児童虐待に対し的確に対応している。

R4
児童相談所の体制強化や関係機関との連携が図られ、
児童虐待に的確に対応している。

〈子ども福祉課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

オレンジリボン（児童虐待防止）キャンペーンの実施

児童相談所の職員の増員や人材育成等による体制強化

児童相談所と関係機関との連携強化

実施

強化

強化
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 15　子どもの心のケアに係る相談支援・医療提供体制の強化

施策の目指す姿
現在

　発達障害や心の問題に係る相談や診療ニーズ
が増加し、こころの発達総合支援センターの相
談・診療待機期間が長期化している。

H30
相談を経て診療までの待機期間 約1年

施策の概要

　発達障害や虐待などにより心のケアを必要とする子どもなどに対し、相談支援や専門的な医療を早期に提

供するため、子どものこころサポートプラザが中心となって、地域の小児科医や市町村等関係機関との連携

を進め、支援の体制を構築します。

将来

　子どものこころサポートプラザと地域の支援
機関との連携強化により、相談支援や医療の提
供体制が充実し、早期支援が進んでいる。

R4
待機期間の短縮

〈子ども福祉課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

子どものこころサポートプラザの整備

早期支援に向けた相談・診療体制の強化

地域における支援体制の強化

地域の小児科医等との連携強化 強化

強化

強化

整備

準備

準備
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　現代社会は、物質的な豊かさと生活の利便性をもたらす一方で、地球温暖化など、様々な問題を引き起

こしており、近年では、マイクロプラスチックによる海洋汚染など新たな課題も生じています。省エネル

ギーや脱炭素による地球温暖化対策などにより、こうした課題に適切に対応するとともに、SDGsの考え
方も活用し限りある資源の循環的な利用を基調とする持続可能な社会を構築していく必要があります。

　このため、県民や市町村、企業・団体等と連携しながら、健全で恵み豊かな自然環境などの保全を図

るとともに、本県の強みである良質な水や豊かな森林などの地域資源を活用し、環境・経済・社会が好

循環する持続可能な社会づくりを進めます。また、クリーンエネルギーの活用や、自立・分散型エネルギー

システムの導入促進、次世代エネルギーシステムの研究開発、県民総参加による地球温暖化対策を推進

します。

　地球温暖化対策としてクリーンエネルギーの導入拡大や環境に配慮した行動が浸透するとともに、自然

環境の保全と地域資源の活用の調和が図られ、持続可能な社会への転換が進んでいます。

期待される政策効果

政策の基本的な考え方

　　　環境と調和した持続可能な社会への転換
政策 4

パートナーシップ

県民

持続可能な
社会への
転換

関係
団体等

企業等 市町村

電気
事業者等

県

● 環境に配慮した行動

● 県民運動等への参加

● 環境保全・活用の実施

● 希少野生動植物の調査

● 情報提供

● 関連事業の実施

● 環境に優しい製品提供

● 省エネの実践

● 方針策定と意識啓発

● 水力発電等の実施

● クリーンエネルギー

の供給
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 １　環境保全の推進と地域資源の活用

施策の目指す姿
現在

　大気や水環境等の保全が図られている一方、
廃棄物の不法投棄や野生鳥獣による被害、温暖
化による農作物への影響など、日常生活や事業
活動などに起因する様々な問題が顕在化してい
る。

施策の概要

　環境に配慮した生活行動や経済活動を実践し、環境・経済・社会が好循環する持続可能な社会を構築する

ため、県民、市町村、企業・団体等と連携しながら、本県の恵まれた自然環境を保全するとともに、水や森

林などの地域資源を活用し、産業や観光の振興を図ります。

将来

　様々な主体が連携・協力し、自発的に環境保
全活動に取り組んでいる。
　地域資源を活用した、持続可能な生産活動や
消費行動などを通じて、豊かな自然や安全・安
心な生活環境が保たれている。

R4
様々な主体と連携した、水や森林などの地域資源の持
続可能な活用の取り組みが活発に行われている。

〈環境・エネルギー政策課／自然共生推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

県民主体の環境保全活動への支援

健全な水循環を守り育てる「育水」の推進

水や森林を活用した県産品の開発等への支援や情報発信

支援

支援・実施

支援・実施
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 ２　プラスチックごみ対策の推進

施策の目指す姿
現在

　河川内のプラスチックごみの種類や量、発生
経路などの実態が不明である。
　下流域の他都県と連携して取り組む体制が構
築されていない。

施策の概要

　国際的な環境問題となっているプラスチックごみ対策を推進するため、発生抑制計画の策定、3R（リデュー

ス、リユース、リサイクル）の推進、県産ＦＳＣ認証材等を活用したプラスチック代替品の普及促進、市町

村の取り組み支援、環境教育・普及啓発等の推進に取り組みます。

将来

　実態調査の結果に基づき、他都県と連携して、
プラスチックごみ対策に取り組む体制が構築さ
れている。

R4
下流域の３都県と連携した取り組みが実施されている。

〈環境整備課／環境・エネルギー政策課／自然共生推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

プラスチックごみ等の発生抑制計画の策定・推進

3R、散乱ごみ対策等の推進

プラスチック代替品の普及促進

環境教育・普及啓発の推進

支援・実施

支援・実施

実施

推進策定
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 3　「富士山登山鉄道」構想の検討

施策の目指す姿
現在

　富士山とその山麓地域の環境保全や防災対
策、持続可能な観光のあり方について、長期的
視点から検討することが求められている。

施策の概要

　富士山の自然や景観を守り、今後何世代にもわたってその美しさを継承するため、富士山登山鉄道の技術

的可能性や世界遺産との整合性などについて調査を実施するとともに、外部有識者による検討会を設置し、

登山鉄道の意義や必要性など、総合的な検討を行い、民間による事業化の検討を支援します。

将来

　富士山の環境保全や火山防災に対応した新し
い交通システムが実現している。

R4
基本構想が策定され、民間事業者等に対する情報提供
など構想の具体化に向けた取り組みが進められている。

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

「富士山登山鉄道」基本構想の検討

構想の具体化に向けた取り組み支援 支援

〈政策調査Ｇ〉

検討 策定
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 ４　世界文化遺産富士山の保全

施策の目指す姿
現在

　世界遺産富士山の構成資産及び緩衝地帯の保
存管理を各機関が連携を図り取り組んでいる。

施策の概要

　世界遺産富士山を地域の宝として後世に引き継いでいくため、富士山の顕著な普遍的価値の維持・発展を

図るとともに、富士山の自然環境を保全する取り組みを検討・実施します。

将来

　富士山の顕著な普遍的価値が広く認識される
とともに構成資産の一体的な管理により、世界
遺産富士山の活用と神聖さ・美しさの維持の調
和が実現している。

R4
行政機関のほか、関係団体や地域住民の連携による各
種の保存・管理及び価値の普及に向けた取り組みが適
切に実施されている。

〈世界遺産富士山課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

構成資産及び緩衝地帯の保存管理

開発制御による美しい景観の維持向上

適切な保全管理の実施のため、
富士山来訪者からの「富士山保全協力金」の募集

富士山五合目施設への電力供給の検討

保存管理計画改定

実施

検討・実施

検討
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 ５　甲武信ユネスコエコパークの保全・活用の推進

施策の目指す姿
現在

　甲武信は希少野生動植物種の宝庫であるが、
希少種の絶滅や生物多様性の損失が危惧されて
いる。
　また、甲武信ユネスコエコパークの認知度が
十分ではない。

施策の概要

　甲武信ユネスコエコパークの生態系の保全と持続可能な利活用の調和（自然と人間社会の共生）を図るため、

希少種の生息・生育地の継続的な監視やニホンジカの適正な管理を行うとともに、国内外に向けた情報発信

による普及啓発等を行います。

将来

　ＷＧ等において検討された対策を各自治体等
が実施することにより、生物多様性損失の阻止
が図られるとともに、広く「甲武信」ブランド
が定着している。

R4
・希少種の生息・生育地の監視等が継続的に行われている。
・ 甲武信ユネスコエコパーク推進協議会を構成する全市
町村において、保全・持続可能な利活用に向けた事業
が展開されている。

＊甲武信ユネスコエコパーク推進協議会
　�地域内の自治体の代表者等で構成する協議会のこと。自然や文化の保全・継承及び地域資源の持続可能な利活用に向けた取り組み等について
協議する組織

〈自然共生推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

希少野生動植物種のモニタリング

情報発信等による普及啓発

協議会に設置したニホンジカの保護・管理に関する
ＷＧにおける取り組み

協議会に設置した甲武信ブランド推進ＷＧにおける取り組み 実施設置・実施

実施

実施

実施
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 ６　希少な野生動植物の保護・保全施策の推進

施策の目指す姿
現在

「2018山梨県レッドデータブック」の調査結
果を前回（2005）と比較すると、掲載種数は
95種増の 723種となり、多様な生態系の保護、
保全に取り組んでいる。

施策の概要

　山梨県希少野生動植物種保護専門員や山岳レインジャー等による野生動植物の生息、生育状況調査を継続

的に実施し、現況を把握するとともに、絶滅が危惧される希少野生動植物種については、保護、保全に向け

た取り組みを推進します。

将来

　本県の豊かな自然環境、その環境が育む多様
な生態系が保全され、次世代に確実に引き継が
れており、野生動植物種を保護、保全すること
の重要性も県民に浸透している。

R4
2018山梨県レッドデータブックに掲載した 723の動
植物種が生息・生育している。

〈自然共生推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

野生動植物の生息・生育状況の調査、把握

希少野生動植物種の保護、保全対策の推進

実施

実施
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 ７　鳥獣被害の防止

施策の目指す姿
現在

　野生鳥獣について第二種特定鳥獣管理計画に
基づき、個体数調整のための管理捕獲を実施し
ているが、依然として農林業や森林生態系に多
大な被害を与えている。

H30
 ・農作物被害金額 151百万円

 ・獣害防止柵の整備による
　農業被害防止面積 4,470ha

施策の概要

　野生鳥獣による農作物や森林への被害を防止するため、地域ぐるみの被害防止対策や電気柵等の鳥獣被害

防止施設の整備を支援するとともに、被害の多くを占めるニホンジカ等の管理捕獲を計画的・効率的に実施

するため、野生鳥獣の生息分布を的確に把握するための調査を実施し、戦略的な管理捕獲体制を構築します。

　また、人と野生鳥獣との棲み分けを図るための森林整備や、捕獲の担い手である狩猟者の技術向上に資す

る施設整備を推進するとともに、捕獲したニホンジカの有効活用を図ります。

将来

　地域ぐるみの被害防止対策や電気柵等の鳥獣
被害防止施設の整備のほか、ＩＣＴ等を活用し
た捕獲技術の高度化により、農作物被害の更な
る低減が図られている。
　被害の多くを占めるニホンジカについては、
計画的な管理捕獲を継続し、本県における適正
な生息数とされる4,700頭にまで減少している。
　また、捕獲したニホンジカの処理加工頭数は
増加し、ジビエ（シカ肉）等の販路拡大が図ら
れている。

R4
・農作物被害金額 143百万円

・獣害防止柵の整備による
農業被害防止面積 4,870ha

〈農業技術課／耕地課／自然共生推進課／森林整備課／県有林課／畜産課／販売・輸出支援課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

地域ぐるみの鳥獣被害防止対策への支援

電気柵等の鳥獣被害防止施設の整備

ニホンジカ等の生息分布の調査等

第二種特定鳥獣管理計画の改訂

狩猟全般にわたる研修施設の整備

人と野生鳥獣との棲み分けを図るための森林整備

ニホンジカの有効活用、販路拡大

検討 改訂 実施

調査検討・整備

実施・支援

実施・支援

支援

整備

実施
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 ８　やまなしクールチョイス県民運動の展開

施策の目指す姿
現在

　やまなしクールチョイス県民運動を新たに展
開し、県民や企業が、やまなしクールチョイス
サポーターとなり、日常生活の中で身近にでき
る省エネの取り組みやエコ活動を実践している
が、まだ一部の県民や企業にとどまっている。

H30
やまなしクールチョイスサポーター 0人・団体

施策の概要

　地球温暖化対策を着実に推進するため、地球温暖化防止活動推進センターや地球温暖化防止活動推進員と

連携し、新たに「やまなしクールチョイス県民運動」を展開します。

将来

　多くの県民や企業が、やまなしクールチョイ
スサポーターとなって、地球温暖化対策のため
にできることを賢く選択して取り組んでいる。
　その結果、温室効果ガス排出量の削減目標で
ある 2013年度比 26％削減を達成している。

R4
やまなしクールチョイスサポーター1,600人・団体

〈環境・エネルギー政策課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

「やまなしクールチョイスサポーター」の活動支援

環境家計簿アプリ「えこメモ」の普及促進

事業者向けセミナーの実施

ぶどうを使った緑のカーテンの推進

支援

促進

推進

実施
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 ９　クリーンエネルギーの導入拡大

施策の目指す姿
現在

　再生可能エネルギーなどのクリーンエネル
ギーの導入拡大に取り組んでいるが、2017年
度における本県の電力自給率（電力消費量に対
するクリーンエネルギー等による発電量の割
合）は 54%程度にとどまっている。

H30
・住宅用太陽光発電（10kW未満）
導入出力 12.9万kW

・家庭用燃料電池の普及台数 677台

施策の概要

　エネルギーの効率的利用と安定的な供給のため、環境に優しく災害に強い自立・分散型エネルギーシステ

ムの家庭や企業における普及を図り、クリーンエネルギーの利用を推進します。

将来

　再生可能エネルギーや自立・分散型エネル
ギーシステムの普及が進み、やまなしエネル
ギービジョンの目標である電力自給率 70％を
達成している。

R4
・住宅用太陽光発電（10kW未満）
導入出力 15.7万kW

・家庭用燃料電池の普及台数 850台

〈環境・エネルギー政策課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

家庭における再生可能エネルギーの持続的な利用の支援

工業団地等のスマート化に向けたアドバイザー派遣

水素エネルギーの利用拡大に向けた普及・啓発

小水力発電施設の普及促進

支援

派遣

実施

実施
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 10　水力発電の開発及び施設の健全性の維持

施策の目指す姿
現在

　県営水力発電所 26箇所により、一般家庭約
13万軒分の消費電力量に相当する年間 4億 7
千万キロワットアワーの電力を供給している。

H30
供給電力量 4億7千万kWh／年

施策の概要

　地域資源を活かしたエネルギー事業を推進するため、県内の急峻な地形を活用した水力発電所の建設を行

います。

　また、電力を安定的に供給するため、既存水力発電所の効率的な運用・改良・修繕を行います。

将来

　再生可能な純国産で CO2を排出しないクリー
ンな水力発電により安定的に電力を供給してい
る。これまで培われた電力技術や最新技術を活
用し、脱炭素社会の実現に向けた様々な事業に
取り組んでいる。

R4
供給電力量 18億8千万kWh（累計）

〈企：電気課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

水力発電所の建設（保川発電所）

既存水力発電所の計画的な改良・修繕

下釜口発電所のリプレース

IoT、AIを活用した発電施設維持管理システムの導入

小水力発電所の建設（西山ダム発電所、新規開発地点）

建設工事

設計・建設工事

建設工事設計

システム導入実証試験

改良工事等
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 11　CO2フリー水素利活用に向けた実証研究

施策の目指す姿
現在

　脱炭素社会の実現に向け、CO2フリー水素を
安定的に供給する体制や、水素の利用拡大に向
けた検討が進められている。

施策の概要

　太陽光発電等の再生可能エネルギーを活用して、安価で安定的に水素を供給できる体制の構築に向けた研

究を行います。

将来

　県内で研究、開発された技術を活用し、水素
を安価で安定的に供給できる体制が構築され
る。
　また、技術者や研究者が集い、交流すること
で、水素燃料電池や蓄電技術などの研究開発が
進展しているとともに、情報発信を行いながら
社会実装が進むことにより、次世代エネルギー
システムの導入が拡大し、CO2の排出量の削減
に大きく貢献している。

R4
・ 米倉山で製造された水素を県内施設で利用する社会実
証を行っている。

・ 次世代エネルギーシステム研究開発ビレッジが完成
し、新たな研究開発が行われる。

〈企：新エネルギーシステム推進室／成長産業推進課〉

具体的な事業
工程表（年度別事業計画）

R1 R2 R3 R4

大型の水素製造装置等の建設

「山梨県産 CO2フリー水素」を県内施設で利用する
社会実証

次世代エネルギーシステム研究開発ビレッジの開設

山梨県産 CO2フリー水素のサプライチェーンの構築

機器開発 建設工事

社会実証研究会実施

推進

建設工事 開設


